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蝶理情報システム株式会社の株式の取得（子会社化）に関する基本合意書締結のお知らせ 
 
 

 
 
  当社は、平成１９年３月５日開催の取締役会において、蝶理情報システム株式会社（以下

「蝶理情報システム」）の株式を取得し連結子会社化することについての基本合意書を締結する

決議をいたしましたのでお知らせいたします。 
 

記 
 
１．本件の目的 
 当社グループは、機器組み込みソフトウェアや、製造・技術系ソフトウェアの開発を中心と

するエンジニアリング事業ならびにビジネスアプリケーションソフトウェアやビジネス系パッ

ケージソフトウェアの開発・販売を中心とするソリューション事業を展開しています。 
 一方、蝶理情報システムは通信プロトコル分野において卓越した技術を有しており、それら

による汎用ソフトウェアの開発やデータ伝送系パッケージソフトウェア等の開発・販売を行な

っています。 
 本件の実行により、当社グループにとってはパッケージソフトウェア商品の拡大とともに、

通信プロトコル技術を生かしたソフトウェア開発技術の融合による開発・販売面でのシナジー

効果を期待することができます。 
 なお、当社の親会社であるキヤノンマーケティングジャパン株式会社も同時に、蝶理情報シ

ステムの株式の１９．９８%を取得いたします。これにより同社の強力な販売力を生かして、キ

ヤノン製品との連動可能な製品の取扱を拡大することが可能となり、キヤノンマーケティング

ジャパングループ全体の IT サービス事業のさらなる拡大を目指します。 
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２．蝶理情報システムの概要 
( 1 ) 商 号 蝶理情報システム株式会社 
( 2 ) 代 表 者 代表取締役会長 繁澤 宏明、代表取締役社長 梅澤 英之 
( 3 ) 所 在 地 大阪府大阪市中央区博労町二丁目 2 番 13 号 
( 4 ) 設 立 年 月 日 昭和 58 年 7 月 15 日 
( 5 ) 主 な 事 業 内 容 ソフトウェアの受託開発業務、汎用ソフトウェアの開発業務、保守業

務、機器販売等 
( 6 ) 決 算 期 3 月 31 日 
( 7 ) 従 業 員 数 229 名（平成 18 年 6 月現在） 
( 8 ) 主 な 事 業 所 大阪、東京 
( 9 ) 資 本 金 426 百万円 
(10) 発 行 済 株 式 数 4,444,000 株 
(11) 大株主構成及び所有割合 旭化成株式会社 39.20% 

東レ株式会社 30.36% 
株式会社蝶理コム 20.00% 

(12) 売 上 高 (単体) 3,786 百万円（平成 18 年 3 月期） 

(13) 純資産及び総資産 (単体) 純資産 3,987 百万円、総資産 4,763 百万円（平成 18 年 3 月期） 

（注）業績の動向の詳細につきましては、後日発表いたします。 
 
３．株式の取得先 

( 1 ) 商 号 旭化成株式会社 東レ株式会社 株式会社蝶理コム 
( 2 ) 代表者 代表取締役社長  

蛭田 史郎 
代表取締役社長 
榊原 定征 

代表取締役社長 
川勝  敏郎 

( 3 ) 所在地 東京都千代田区有楽町 
一丁目 1 番 2 号 

東京都中央区日本橋室町

二丁目 1 番 1 号 
大阪市中央区瓦町 
二丁目 4 番 7 号 

( 4 ) 主な事業

の内容 
ケミカル、繊維、生活製品、建

材、住宅、エレクトロニクス、

医薬・医療に関する事業製品の

製造および販売 

繊維、プラスチック・ケミカ

ル、情報・通信機材等の製造

および販売 

コンピュータ･システムの企

画、設計、開発、販売及び運

用 、情報処理に関するコン

サルティング他 

( 5 ) 当社との

関係 
該当ありません 該当ありません 該当ありません 

 
４．取得株式数および取得前後の所有株式の状況 

( 1 ) 異 動 前 の 所 有 株 式 数  0 株 （所有割合 0％） 
( 2 ) 取 得 株 式 数  3,092,000 株  
( 3 ) 異 動 後 の 所 有 株 式 数  3,092,000 株 （所有割合 69.58％） 

（注 1）当社の親会社であるキヤノンマーケティングジャパン株式会社が取得する株式数は 
888,000 株（所有割合 19.98％）の予定です。 

（注 2）取得価額につきましては、確定次第発表いたします。 
 
５．日程 
 平成 19 年 3 月 5 日 取締役会決議、基本合意書締結 
 平成 19 年 3 月中 株式譲渡契約書締結（予定） 
 平成 19 年 4 月中 株式譲渡実行（予定） 
 
６．今後の見通し 
 本件による連結業績への影響につきましては、確定次第発表いたします。 

以上 


